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本研究では，地域コミュニティにおける「離脱」と「発言」という地域住民の持ち得る2つの行動手段

に着目し，ハーシュマンの理論を基に，これらの行動手段の間の関連について実証的に検討することとし

た．また，離脱と発言の規定要因として，地域との結び付き意識に着目し，地域愛着等の諸尺度との関連

を調べた．その上で，地域住民の離脱を緩和し，発言を促進する機会として，地域経験に関する「記憶」

の役割に着目し，地域経験に関わる記憶の想起が離脱と発言に及ぼす影響を検討することを目的とした．

この目的の下，松山市在住の市民145名を対象に質問紙調査を用いた実験を行った．その結果，離脱と発

言との間に相互代替的な関係が成立する可能性が示された．また，地域との結び付き意識と離脱及び発言

との間に関連性が認められるとともに，地域経験の記憶の想起が地域住民の発言傾向を促進する効果を持

つ可能性が示された．  
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1. はじめに 

 

近年，「地域コミュニティの衰退」の問題が盛んに議

論されている．例えば，国土交通省1)でも，人口流動や

職住分離等の社会状況の変化に伴って，全国各地におい

て，地縁的なつながりが希薄化し，地域コミュニティが

衰退しつつあることが報告されている．実際，多くの都

市において，郊外化の進展やそれに伴う中心市街地の空

洞化が深刻な問題となっている．また，地方部でも，若

年層を中心とした人口流出によって，過疎化や高齢化が

進み，地域存続の危機に直面しているところが少なくな

い． 

 「地域コミュニティ」とは，一般に「地域住民の相互

依存的な活動によって成立する自律的な組織体」である

と捉えることが出来る．この点を踏まえると，地域コミ

ュニティがその衰退から回復し，その存立を維持するた

めには，地域住民による主体的な活動が重要な役割を果

たすものと考えられる．なぜなら，住民自身が地域づく

りやまちづくりに主体的に関わること無くしては，地域

コミュニティの自律的な改善を期待することは困難であ

ると考えられるためである． 

 それでは，地域住民は，地域コミュニティの問題に対

して，そもそもどのような行動手段を持っているのであ

ろうか．本研究では，この問題について，政治経済学者

A. O. ハーシュマン2)の提唱した「離脱(exit)」と「発言

(voice)」という，地域住民の持ち得る行動手段の 2 つの

類型に着目する．2 章で説明するように，「離脱」とは，

地域に問題が生じた時，当該地域から離れる行動を表し

ている．一方，「発言」とは，地域に問題が生じた時，

その問題の解決に向けて働きかける行動を表している． 

 ここで，地域において何かしらの問題が生じた時，地

域住民が離脱と発言のいずれの行動を採るかは，地域コ

ミュニティの存続にとって極めて重要な問題であると考

えられる．特に，地域に問題が生じた時，地域住民が離

脱を選択する限り，その問題を地域住民自身によって解

決することが期待できない．そして，そうした地域は，

その存続を将来に亘って維持することが困難となるもの

と予想される．それ故，ハーシュマンは，そうした離脱

に代替する手段として，発言の重要性を論じたのであっ

た．すなわち，地域に問題が起こったとしても，地域住

民が離脱せず，発言を選択することによって，地域の自

律的改善の余地が生まれるものと考えられる． 

 しかし，現代社会においては，競争市場主義や規制緩

和の推進の下，地域住民の離脱がむしろ容易になりつつ

あるように見受けられる．そして，実際に，人々の定住

化の低下や地域間の人口流動の増大に見られるように，
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地域に対する離脱が様々な形で進展しているように思わ

れる．無論，こうした人口流動やそれに伴う資本移動は，

社会全体の活力の維持に一定程度貢献することも認めら

れるところであろう．ただし，ハーシュマンの理論に基

づくと，地域住民による離脱の増大は発言の減退をもた

らすこととなり，そうした地域では，一度衰退の危機に

直面すれば，その衰退から自律的に改善することが困難

となることに十分に留意すべきである． 

この様に，ハーシュマンの理論は，地域コミュニティ

の存続や活性化の問題を考える上で示唆するところが少

なくない．特に，地域住民の離脱と発言は，地域コミュ

ニティの存立に本質的な影響を及ぼすものと考えられる．

ただし，地域コミュニティにおける離脱と発言に関して，

これらの行動手段が互いにどのような関連性を持つのか

については十分な実証的検討がなされていない．また，

これらの行動手段がどのような要因に依存するのかにつ

いても十分に検討されていないのが実情である． 

以上の認識の下，本研究では，ハーシュマンの理論及

びそれと関連する諸研究を基にして，地域コミュニティ

における離脱と発言の関連について実証的に検討するこ

ととした．また，離脱と発言の規定要因として，地域と

の結び付き意識に着目し，地域愛着等の諸尺度との関連

を検討する．さらに，地域住民の離脱を緩和し，発言を

促進する機会として，地域経験に関する「記憶」の役割

に着目し，地域経験に関わる記憶の想起が離脱と発言に

及ぼす影響を検討することを目的とした．こうした検討

を通じて，地域コミュニティにおける離脱と発言につい

ての基本的理解を得ると供に，地域コミュニティの活性

化に向けた示唆を得ることが本稿の狙いである． 

 

2. 理論仮説 

 

(1) A. O. ハーシュマンの離脱・発言理論 

 ハーシュマンは，その著書『離脱・発言・忠誠』2)に

おいて，いかにして組織や集団がその衰退や機能障害か

ら自律的に回復することが出来るのかという問題を問い，

そのためのメカニズムとして，「離脱」と「発言」の概

念を提示した． 

 ここで，「離脱」とは，組織・集団の業績が低下した

場合に，そのメンバーが当該組織・集団から離れること

を表しており，そのことを通じて，組織・集団の改善を

促すものである．「離脱」は，「市場の力」あるいは

「経済的（競争）メカニズム」とも呼ばれ，主に経済学

の分野において取り扱われてきた概念とされる．一方，

「発言」とは，組織・集団の業績が低下した場合に，そ

のメンバーが自らの意見を直接表明することを表してお

り，そのことを通じて，組織・集団の改善を促すもので

ある．「発言」は，「非市場の力」あるいは「政治的メ

カニズム」とも呼ばれ，主に政治学の分野において取り

扱われてきた概念とされる． 

 ハーシュマンの論じる離脱と発言の具体的行動につい

ては，その問題に応じて様々な形態を採り得る．例えば，

企業の製品に対する消費者の反応としては，製品の品質

が低下した場合に，その製品を購入しないことは離脱を

表しており，その企業に不満を直接表明することは発言

を表している．本研究が対象とする「地域コミュニテ

ィ」の枠組みでは，離脱とは，一般に当該地域から他の

地域に移転する行動を表している．その他，地域コミュ

ニティの各種集会を脱会すること，あるいは，近隣店舗

を利用しないこと（経済的離脱）等も，離脱の一種と考

えられる．一方，発言とは，一般に当該地域の問題につ

いて自分の意見を表明することや，近隣住民と話し合う

ことを表している．その他，投票に参加することや各種

のキャンペーン活動を行うことも，発言の一種であると

考えられている (Dowding & John3))． 

 この様に，ハーシュマンは，組織・集団の回復メカニ

ズムとして，離脱と発言の 2類型を提示したが，それと

同時に，離脱だけでは，衰退しつつある組織・集団がそ

の衰退から回復する余地が残されていないと主張してい

る．なぜなら，離脱やそれに基づく競争は，業績の低下

した組織・集団が市場や社会から淘汰されることを表し

ており，これらの概念だけでは，そうした組織・集団が

その過失から回復することが想定されていないためであ

る．この点について，ハーシュマンは，経済学の完全競

争モデルを用いて説明している．すなわち，完全競争モ

デルでは，社会的余剰が最大化される一方で，業績が低

下し，その均衡状態から逸脱した企業は，その市場から

撤退することが想定されている．ハーシュマンは，こう

した経済状況を「緊張経済」と呼ぶとともに，緊張経済

の伝統的モデルに対して，社会の中に一定の「スラック

（時間的・物質的ゆとり）」を許容した「スラック経

済」の重要性を説く．ハーシュマンの議論によると，社

会の中に一定の「スラック」が存在することによって，

仮に組織・集団の業績が一定程度低下したとしても，そ

の状態から回復する余地が存在することとなる．そして，

こうした組織・集団の回復過程において，そのメンバー

による発言が重要な役割を果たすものと考えられている．

すなわち，組織・集団のメンバーによる発言を通じて，

業績の低下した組織・集団が撤退することなく，再び元

の状態に回復する余地が生まれるのである． 

 ハーシュマンの提示した離脱と発言の概念は，企業か

ら国家に至るまで，様々な組織・集団における普遍的な

行動原理を示しており，これまで経済学，心理学，社会

学等の分野において，多様な組織・集団を対象として，

その理論が検討・適用されてきた (e.g., Zuindeau4))．本稿

は，「地域コミュニティ」を対象としているが，地域コ
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ミュニティにおいても，当該コミュニティがその衰退か

らいかにして回復するかという問題について検討する場

合，ハーシュマンの理論が示唆するところは少なくない

ものと期待されるところである．特に，地域住民の離脱

は，当該地域が衰退から回復することを妨げるだけでな

く，更なる衰退を促す可能性があり，そうした事態を回

避する上では発言という行動手段が重要な役割を果たす

ものと考えられる．次節では，こうした観点から，地域

コミュニティにおける離脱と発言との関連，及び，これ

らの行動手段の規定因について，ハーシュマンの理論と

関連研究を基にして，本研究の仮説を措定する． 

 

(2) 本研究の理論仮説 

さて，ハーシュマンの理論では，一般的に離脱と発言

との間に相互代替的な関係が成立するものと想定されて

いる．すなわち，地域において問題が生じた時，人々に

おいて，離脱する傾向が高い程，自分の意見について発

言する傾向が低くなるものと考えられている．この点に

関して，例えば，離脱は「発言という技芸の発達を萎縮

させる傾向を持つ(p. 46)」2)とハーシュマンが述べている

ように，地域の問題に対して，離脱する傾向が高い人に

おいては，発言する動機やそのための能力が涵養され難

いものと考えられる．その反対に，地域の問題に対して

発言する傾向が高い人においては，少なくともその発言

が地域の改善を企図したものである以上，一般的に当該

地域から離脱する傾向は低いものと予想される．これら

の点を踏まえて，本研究では，地域住民の離脱傾向と発

言傾向との関連について，以下の仮説を措定することと

した． 

仮説 1 地域住民において，離脱傾向が高い（低

い）ほど，発言傾向が低い（高い）傾向にある． 

 それでは，地域住民が離脱するか，あるいは，発言す

るかはどのような条件に依存するのであろうか．この問

題に関して，ハ―シュマンは，離脱と発言の規定要因と

して，「忠誠」の重要性を指摘している．ここで，「忠

誠」とは一般に「忠実で正直な心．心から忠義を尽くす

こと（日本国語辞典）」と定義されるように，組織・集

団のために尽力する態度を表している．ハーシュマンに

よれば，組織のメンバーは自分の属する組織に対して忠

誠心を有している場合，仮に組織の業績が低下し，自分

が組織から離脱することが可能であったとしても，離脱

行動を採らない傾向にある．むしろ，そうしたメンバー

は，組織の改善に向けて発言するものと考えられる．す

なわち，「忠誠」は，組織メンバーの離脱行動を抑止し，

発言行動を促進する働きがあると，ハーシュマンによっ

て論じられている． 

さらに，Van Vugt et al.5)の先行研究では，相互依存理論

に基づいて，「地域への依存度(dependency)」が離脱と発

言の規定因になる可能性が指摘されている．すなわち，

人々において，地域への依存度が高い程，当該地域にお

いて問題が生じても，その地域から離脱する傾向が低く，

発言する傾向が高まるものと考えられる．その反対に，

地域への依存度が低い程，その地域から離脱する傾向が

高く，発言する傾向が低くなるものと考えられる． 

以上の知見を踏まえると，地域住民の離脱行動と発言

行動の規定要因について，以下の仮説を措定することが

出来る．  

仮説 2 地域との結び付き意識が高い人ほど，離脱

傾向が低く，発言傾向が高い傾向にある． 

さらに，地域愛着に関する既往研究6),7)の知見を踏まえ

ると，こうした地域との結び付き意識は，当該地域にお

ける経験に応じて高まることが予想される．すなわち，

人々において，自分の住む地域と様々な関わり合いを重

ね，その経験が蓄積するに従って，当該地域に対する依

存度が向上するものと考えられる． 

 ここで，地域との関わり合いに関する経験は，住民一

人一人においてそれぞれ異なるものの，こうした経験が

彼らの「記憶」の中に蓄積されていることには相違ない．

地域経験に関わる記憶は，自己と当該地域とが関わり合

った経験の時間的な継続性を担保するものであり，こう

した記憶を通じて，自己と地域との相互依存関係を維持

することが可能であると考えられる．この点を踏まえる

と，地域と関わり合いを持った経験について，その記憶

を「想起する（想い起す）」ことが，地域住民において

離脱を抑制し，発言を促進する重要な契機になり得るも

のと考えられる． 

本研究では，以上の点を勘案して，離脱傾向及び発言

傾向の条件について，以下の仮説を措定することとした． 

仮説 3 地域経験に関わる記憶を想起することによ

って，離脱傾向が緩和し，発言傾向が向上する． 

本研究では，以上の仮説を検証するため，地域住民を

対象とした実験を行った．なお，本研究では，地域から

既に離脱した人を対象にして実験を行うことが困難であ

ったことから，実際の「行動」ではなく，その行動に対

する「意図」について調査することとした．地域住民の

離脱行動と発言行動の実態を把握する上では，実際の行

動を対象として調査を行うことが必要であるが，この点

については今後の課題としたい． 

 

3. 実験について 

 

(1) 実験対象者 

愛媛県松山市在住の住民の中から電話帳を閲覧し無作

為に抽出した住民を対象とした．各世帯を直接訪問し，
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調査票への回答を要請した．その結果，145名の住民の

方から回答を得た．回答者の内，男性が45名，女性が

100名であった．平均年齢は56.6歳，標準偏差は19.4歳で

あった． 

 

(2) 実験方法 

本実験では，地域に関する記憶の想起が地域住民の離

脱行動と発言行動に及ぼす影響を比較検討するため，(i)

地域に関する記憶を想起させる操作と設問を設けた調査

票と，(ii)記憶を想起する設問を設けなかった調査票の 2 

種類を作成し，それぞれの調査票を無作為に実験対象者

に配布した．以下では，前者の調査票に回答した実験対

象者を「実験群」（73 名），後者の調査票に回答した

実験対象者を「統制群」（72 名） と呼ぶこととする． 

なお，以下の調査項目における「まち」とは「実験対象

者の居住地の小・中学校の校区（学区）程度の広さ」で

あることを調査票の中で明記している． 

a) 実験課題 

実験群には，「あなたの住んでいる“まち”でもっと

も印象に残っている思い出は何ですか？その当時の情景

を浮かべながら，出来るだけ具体的にお書き下さい」

（課題1），「あなたの住んでいる“まち”での一番古

い思い出は何ですか？その当時の情景を思い浮かべなが

ら，出来るだけ具体的にお書き下さい」（課題2）とい

う質問項目を設け，それぞれ自由記述にて回答を要請し

た．一方，統制群には，以上の実験操作と設問を設けな

かった． 

b) 離脱と発言に関する質問項目 

 実験群と統制群ともに，離脱と発言に関する以下の質

問への回答を要請した． 

先行研究8),9)で用いられた離脱に関する質問項目を基に

して，「近い将来，他の“まち”に移るつもりがある」，

「もし可能ならば他の“まち”に移りたいと思ってい

る」，「これから先，今住んでいる“まち”にとどまる

つもりがある」（逆転項目）という質問項目を設け，そ

れぞれ「全くあてはまらない」から「とてもあてはま

る」までの 7 件法で回答を要請した．そして，3 つ目の

項目を反転した上で，これら 3つの項目の加算平均から，

「離脱意図」尺度を構成した．この尺度の信頼性係数は

α=.840となり，十分な信頼性が認められた． 

以上と同様に，先行研究8),9)を基にして，「近隣の住民

と，自分が住んでいる“まち”の問題について話し合い

たいと思う」，「自分が住んでいる“まち”をより良く

するために意見を言いたいと思う」，「自分が住んでい

る“まち”の話し合いやイベントに積極的に参加すべき

だと思う」，「自分が住んでいる“まち”に問題が発生

したとき，その解決に向けて積極的に発言すべきだと思

う」という質問項目を設け，それぞれについて「全くあ

てはまらない」から「とてもあてはまる」までの7件法

で回答を要請した．そして，これら4つの項目の加算平

均から，「発言意図」尺度を構成した．この尺度の信頼

性係数はα=.856となり，十分な信頼性が認められた． 

なお，前述した通り，離脱と発言の具体的行動につい

ては，以上の他にも，消費行動や投票行動等，様々な形

態が考えられる．ただし，本研究では，あくまでも離脱

と発言に関する基本的な性質を把握することに主眼を置

いており，こうした観点から，既往研究の中で一般的に

用いられている上述の指標を用いることとした． 

c) 「地域との結び付き意識」に関する質問項目 

その他，「地域との結び付き意識」に関する質問項目

として，「愛着」，「帰属意識」，「組織コミットメン

ト」，「忍耐」，「忠誠」，「共同体意識」尺度につい

ての質問項目を設け，それぞれ 7件法で回答を要請した． 

 

4. 結果と考察 

 

(1) 離脱意図と発言意図の関連（仮説1） 

 離脱意図と発言意図との関連について，両尺度の相関

分析を行った．その結果，表-1 に示すように，両尺度

の間に有意な負の相関が見られた（r = -.36, p = .00）． 

 以上の結果は，地域住民の離脱と発言との間に代替的

関係が成立するとの仮説（仮説1）を支持するものであ

る．また，この仮説が離脱と発言との代替的関係を想定

したハーシュマンの理論に基づいていることを踏まえる

と，以上の結果は，ハーシュマンの理論に一定の経験的

妥当性が存在する可能性を示唆するものと解釈できる． 

 

(2) 離脱意図及び発言意図と地域との結び付き意識と

の関連（仮説2） 

地域との結び付き意識と離脱意図及び発言意図との相

関分析を行った．その結果，表-1 に示すように，地域

との結び付き意識に関わる全ての尺度について，発言意

図との間に正の相関，離脱意図との間に負の相関が確認

された．従って，地域との結び付き意識が高い人ほど，

離脱傾向が低く，発言傾向が高い傾向にある可能性が示

された．この結果は，本研究の仮説 2を支持するもので

ある． 

 

 (3) 地域経験の想起が離脱意図と発言意図に及ぼす影

響（仮説3） 

 実験群と統制群の間で離脱意図と発言意図の各尺度の

平均値の差異を比較した．その結果を表-2 に示す．こ

の表に示すように，実験群の方が統制群に比べて離脱意

図が低く，発言意図が高い傾向が見られた．これらの差

異について t 検定を行ったところ，離脱意図については

有意な結果とはならなかったが（t = -1.51, p > .10），発言
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意図については有意傾向が確認された（t = 1.68, p < .10）． 

 さらに，実験群の中でも，特に地域に関わる記憶を想

起する傾向が高かった人に着目するため，2 つの実験課

題の少なくともいずれかにおいて，その記述量（自由記

述の文字数）が平均値よりも多い人（上位 50％）を抽

出し，「高想起群」とした．ここで，自由記述の文字数

の平均値は，課題 1 について 159 字，課題 2 について

126 字であった．高想起群と統制群の間で，離脱意図と

発言意図の平均値の差異を比較したところ，表-2 に示

すように，上記の結果と同様に，高想起群の方が統制群

に比べて離脱意図が低く，発言意図が高い傾向が見られ

た．それと供に，発言意図については有意な差異が確認

された（t = 2.92, p < .005）．ただし，離脱意図について

は有意な差異は認められなかった（t = -1.37, p > .10）． 

 この様に，発言意図において，地域経験の想起による

実験効果が認められた．すなわち，地域経験に関わる記

憶を想起した人において，そうでない人に比べて，発言

意図が向上する傾向が確認された．ただし，離脱意図に

ついては，有意な効果は認められなかった．この結果か

ら，地域経験の想起は，少なくとも発言意図に対して，

その向上を促す可能性があるものと考えられる．以上の

結果は，離脱意図と発言意図の内，後者の発言意図にお

いて，仮説 2を支持するものであったと考えられる． 

 以上，離脱意図については，本研究の仮説を支持する

結果が得られなかった．こうした結果が得られた理由に

ついては必ずしも定かではないが，その一つの可能性と

して，人々において一般に，離脱行動は，発言行動に比

べて，より長期的な時間スケールの中で判断されている

ことが考えられる．そのため，地域経験を想起するとい

う本実験課題だけでは，十分な効果が認められなかった

可能性が考えられるところである．ただし，この点につ

いては推測の域を出ず，今後，より詳細な検討を加える

ことが必要である． 

 

(4) 本研究結果の含意 

本節では，本研究の知見が地域計画に示唆する点を考

えてみることとしよう． 

a) 離脱と発言の相互代替的関係 

 本研究の結果から，ハーシュマンの理論と整合的に，

地域コミュニティにおける離脱と発言との間に相互代替

的な関係が成立することが示唆された．すなわち，地域

住民において，離脱傾向が高い（低い）ほど，発言傾向

が低い（高い）可能性が示された． 

 さて，離脱と発言間の代替的関係を踏まえると，地域

住民の離脱を抑制する上では，その発言手段を促進する

ことが有効であると考えられる．冒頭で述べた通り，現

在，定住性の低下や人口流出が問題となっているが，本

研究の結果より，こうした事態を抑制する上では，地域

住民の発言機会を増やすことが効果的であると期待され

る．例えば，住民間の話し合いの場を設ける等，発言機

会を積極的に導入することが，地域住民の離脱傾向の抑

制につながり，上述の問題の緩和に寄与するものと考え

られる． 

 一方，地域住民による発言の促進を目指す上では，そ

の離脱手段を抑制することが効果的であることも，本研

究の結果から示唆されるところである．近年，地域計画

の合意形成を進める上で，サイレント層の問題が指摘さ

れている(小嶋・久保田10))．本研究の結果を踏まえると，

地域住民の「沈黙」を緩和し，発言を促す上では，地域

からの離脱傾向を抑制することが有効であると期待され

る．例えば，住環境の整備や定住性を促すような税控除

等の施策を通じて，地域住民の離脱傾向を抑制すること

表-1 離脱意図と発言意図，及び，「地域との結び付き意識」との相関分析 

発言意図 共同体意識 地域愛着 帰属意識 組織コミットメント 忠誠

 離脱意図 -.355
**

-.447
**

-.493
*

-.396
**

-.465
**

-.684
**

 発言意図 ― .373
**

.284
**

.390
**

.516
**

.459
**

　**p < .01,　*p < .05

相関係数

表-2 離脱意図と発言意図の群間比較 

N M SD
統制群との
平均値の差

t値 p値

離脱意図

統制群 71 2.76 1.77
実験群 73 2.34 1.50 -.41 -1.51 .13

高想起群 43 2.34 1.42 -.42 -1.37 .17
発言意図

統制群 71 4.26 1.27
実験群 73 4.63 1.40 .37 1.68 .09

高想起群 43 4.98 1.28 .72 2.92 .00  
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が出来れば，住民からの発言傾向が高まるものと考えら

れる．  

この様に，離脱と発言の相互代替的な関係を踏まえた

上で，各種の地域政策を実施することが，地域コミュニ

ティの活性化を図る上で重要であると言える． 

b) 地域活力の源泉：地域経験の「記憶」の重要性 

 本研究の結果から，地域住民が離脱と発言のいずれの

行動を選択するかに関わる条件として，自分の住む地域

と関わり合いを持った経験についての「記憶」が重要な

役割を果たしている可能性が示唆された．特に，地域住

民において，地域経験の記憶を想起することによって，

その発言傾向が向上するとの効果が確認された．なお，

離脱意図に関しては，有意な効果が確認されなかったも

のの，上述した通り，離脱と発言との間に代替的関係が

成立することを踏まえると，地域経験の記憶の想起は，

発言傾向の促進を促し，そのことを通じて，離脱傾向の

抑制にも間接的に寄与する可能性が考えられるところで

ある． 

以上の知見を踏まえると，地域住民において，地域と

関わり合いを持った記憶が存在するからこそ，地域の中

で問題が生じたとしても，その地域から離脱することな

く，その問題の解消に向けて発言を行使せんとの意志が

生じるものと考えられる．このように考えると，地域経

験の記憶は，地域コミュニティがその衰退から回復する

活力を維持・増進する上での本質的な要件であると言え

る．この意味において，地域経験の記憶は，地域コミュ

ニティの活力の源泉であると解釈することも可能であろ

う． 

以上のことから，地域コミュニティの活性化を促す上

では，地域に関わる人々の「記憶」に配慮し，各種の施

策を実施することが重要であると言える．例えば，祭事

や各種イベント等の地域事業は，地域住民において，地

域に関わる共同の記憶の形成を促すとともに，過去の記

憶を再帰的に喚起する重要な役割を果たしているものと

言える．また，藤井他11)では，地域に関わる記憶は，そ

の地域において共有された「物語」として蓄積されてい

ると指摘されており，この点を踏まえると，同じく藤井

他11)において論じられているように，「シビックプライ

ド」や「シナリオ・アプローチ」等，地域の物語を活用

した諸施策を実施することが重要であると考えられる．

こうした地域政策を通じて，地域住民の地域に関わる記

憶を維持・強化することが，離脱の抑制と発言の促進に

つながり，引いては，地域活力の増進を促すことが，本

研究の結果から含意されているものと考えられる．その

一方で，伝統的な街並みの破壊等，地域の歴史性に配慮

しない地域政策を実施した場合，地域住民の地域に関わ

る記憶が希薄化し，その結果，地域の活力が損なわれる

可能性が存在することもまた，本研究の結果が暗示する

ところと言える． 

 

5. まとめ 

 

本研究では，地域コミュニティにおける離脱と発言と

いう 2つの行動手段に着目し，ハーシュマンの理論に基

づいて，これらの行動手段の関連性，及び，規定要因に

ついて実証的な検討を行った．その結果，離脱と発言と

の間に相互代替的な関係が成立すると供に，地域経験の

記憶の想起が地域住民の発言を促進する効果を持つ可能

性が示された．  

本研究は，地域コミュニティにおける離脱行動と発言

行動に関する基礎的検討を行ったものであり，今後，離

脱と発言という分析枠組みに基づいて，地域コミュニテ

ィ活性化のあり方や具体的な施策展開を検討する上では，

多くの研究課題が残されている．第1に，地域住民の離

脱と発言の具体的な行動手段について検討し，その実態

を把握することが必要である．前述したように，地域住

民の離脱と発言の具体的手段として，各種集会の脱会や

近隣店舗の利用行動，投票行動や地域イベントの実施等，

様々な行動が考えられる．また，本研究では，離脱と発

言の行動意図を測定したが，実際の行動指標を用いた分

析も必要である．第2に，本研究では，地域経験の記憶

の想起条件のみに着目し，その離脱と発言傾向への影響

を調べたが，実験課題における自由記述の内容について

は検討していない．今後，本実験の記述内容の分析を行

う必要がある．第3に，本研究では，地域住民の離脱を

抑制し，発言を促進する手段として，地域経験の記憶の

重要性を指摘したが，現実の地域計画において，どのよ

うにして地域の記憶に配慮した具体的施策を実施し，離

脱の抑制と発言の促進を促すかについては，今後検討を

深めていくことが重要である． 
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